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答 申  
 

第１ 審査会の結論 

鹿児島市長（以下「実施機関」という。）が、令和４年９月２６日付けで審査請求人が

行った開示請求（以下「本件開示請求」という。）に対し、「行事の後援承認申請書及び

報告書（○○○（Ａ））」の一部を不開示とした決定は、妥当である。 

 

第２ 請求対象文書及び決定の内容 

 １ 請求のあった公文書（以下「本件対象公文書」という。）の内容 

行事の後援承認申請書及び報告書（○○○（Ａ）） 

 ２ 不開示とした部分 

   別表のとおり 

 

第３ 審査請求の趣旨及び理由 

 １ 趣旨 

実施機関が、令和４年１０月５日、「こ政第２４６－２号」により審査請求人に対して

した「行事の後援承認申請書及び報告書（○○○（Ａ））」の一部開示決定を取消し、対

象文書の下記の２か所の開示を求める。 

(1) Ａの代表者、●●●の住所の開示 

(2) 会長プロフィールの氏名及び文書の開示 

対象文書は、鹿児島市が、Ｂ（Ｃ）の関連団体（Ａ）が主催する「○○○」（令和３

年１２月１９日開催）を後援していたことを指摘し、後援の取消しを求めた際、こども

未来局から、私たちの市議団に対し提出された、Ａが、鹿児島市に後援申請を行なった

際の申請書類一式である。 

しかし、申請書類の内容が、一部不開示であったため、改めて開示請求を行なったと

ころ、一部開示という同様の決定であったため、この度、これを不服とし、開示を求め

るため、審査請求を行ったところである。 

２ 理由 

(1) 保護すべき個人情報とは言えないこと 

ア 後援を取り消した経緯に関する質問に対して、「○○○」の主催はＡ、共催はⅮで

あり、申請日は令和３年１１月３０日、承認日は同年１２月３日。行事終了後、一連

の報道等から宗教団体の関連団体が主催などであったため後援承認基準に抵触すると

して取り消したものでございます。」と答弁（こども未来局長） 

イ 後援申請が行われたとき行事とＣの関連団体との関係性についてどのように審査し

たかの質問に対して、「後援に当たりましては、書類審査のみでなく、申請者に対し

て行事の趣旨や内容、主催団体の概要等の聞き取りを行ったほか、主催団体について

はインターネットで検索を行った」、また「後援取消しに当たり主催団体に連絡した

際、お触れの団体との関係性について特に異論はなかったところでございます。」と
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答弁（こども未来局長） 

ウ こども未来局が承認した○○○の主催団体のＡは、Ｅの定款によると地方の支部に

当たると思うが、当局が主催団体の場所、住所を開示しない理由と開示を求めること

への見解についての質問に対して、「○○○の申請書に記載の住所につきましては、

代表者個人の住所である可能性があり、個人の権利利益を害するおそれがあるとして

開示しなかったところであり、個人情報に該当する可能性がある中においては開示は

困難である。」と答弁（こども未来局長） 

さらに、○○○については主催者に個人の住所であるのか否か確認をすべきではな

いですか。Ａの規約を確認すれば分かることですとの再質問に対して、「団体の住所

につきましては、団体が法人登記を行い公示している情報と合致する場合や団体自身

が公表している資料等で当該住所を何人も知り得るような場合などに開示しており、

主催団体に確認は行わなかったところでございます。」と答弁（こども未来局長） 

エ 今回の当局の誤りは、市当局にＣに対する十分な問題意識があれば防げたと思う。

従って、後援を当局が承認したことはＣに対する問題認識の欠如が原因ではなかった

かと考えるため、見解を求めたところ、「今回の後援に当たりましては、お触れのこ

とも一因であったと考えております。」と答弁（こども未来局長） 

オ 本市の後援取消を踏まえた今後の市政運営について下鶴市長の見解を求めたところ

「お触れの団体につきましては、一連の報道等から社会的に問題が生じていると認識

しているところであり、今回の一連の後援取消を踏まえ、今後とも政治的な中立性を

確保する政教分離の原則に十分配慮しながら市政運営に当たる」との市長答弁が示さ

れた。 

 以上が、令和４年第３回定例会（９月２１日）の個人質疑での本件に係る内容であ

るが、主催団体のＡが、Ｃの関連団体であることを認めた点は重要な点である。従っ

て、下鶴市長もＣとその関連団体に対し「社会的に問題が生じている」との認識を示

している下で、Ａの代表者の住所等を、「保護すべき個人情報」として、不開示にす

る決定は、市民の理解を得られない処分であると言わざるを得ない。 

(2) 実施機関は、一部不開示の理由として、鹿児島市情報公開条例第７条第２号に該当す

るとし、「当該個人の権利利益を害するおそれがあるため」としているが、この点につ

いて、３点、意見を申し上げる。 

第一に、後援申請の際、「Ａ 代表者 ●●●」とは別の担当者が代理で手続にきて

いるが、行事の主催が団体として受理されている以上、団体の代表者の住所を、なぜ「

個人の住所である可能性」があると考えるのか、明らかでない。 

そもそも、本市の後援承認基準では「個人が主催するもの」は該当しないことになる。

従って、団体として申請している以上、代表者の住所は団体の住所であると考えるべき

である。 

もちろん、団体の住所が、個人の自宅の住所であることも想定されるが、その団体の

構成員の中では、対外的には、代表者の住所が団体の住所として確認されているからこ

そ、申請書に住所が書かれているわけである。「個人の住所である可能性がある」とす

る実施機関の前提条件が、そもそも間違った判断だと言わざるを得ない。 

第二に、代表者の住所が、「個人の住所である可能性がある」と考えられるならば、
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なぜ後援申請の際、その点を、主催団体に確認しなかったのか。 

申請書類には、Ａの全国組織である「Ｅ定款」が添付されており、その定款第１９条

の２項では、「日本における本会の組織は、２、地方組織の組織及び運営に関する細則

は、連合会や支部ごとに定める」とあり、後援申請した「Ａ」はその地方組織にあたり、

代表者の●●●氏は、申請資料の中では、「Ｆ事務局長」として紹介されている。 

実施機関は、「団体自身が公表している資料等」の中で、代表者の住所が公開されて

いれば、住所を開示することは可能だが、Ａが提出した資料の中には無かったので開示

できないとの見解を示している。 

しかし、この見解は、後援申請の際の実施機関による書類審査が不十分であったこと

に起因する見解であり、根拠にはならない。 

そもそも後援申請の書類一式は、公文書であり、情報公開の請求に応じる場合がある

ことが想定されなければならない。今回、実施機関が、団体の代表者の住所の不開示を

決定したことは、「団体の所在地を、情報公開で社会的に明らかにしない」という判断

が下されたことを意味する。 

実施機関は、後援申請の際、全国組織の定款以外に、主催団体であるＡの会則等の資

料が添付されていないことに気づいたはずであり、その資料を要求すれば、代表者(Ｆ

事務局長)の住所が記載されていたことが考えられる。そうであるならば、代表者の住

所は開示できたことになる。 

事実、他のＣの関連団体の主催で、同様に後援取消しが行なわれた「○○○」や「○

○○」の主催団体の代表者の住所は開示されているからである。 

従って、実質、後援申請の際の実施機関による書類審査の不備が原因で、代表者の住

所等の不開示が決定されたことは、「市民の市政に対する理解と信頼」が損なわれ、「

市民の知る権利」が尊重されない決定であると言わざるを得ない。 

第三に、Ｇの会長プロフィールの氏名と紹介欄の内容が不開示となっているが、その

理由が明らかにされていない。そもそも、この箇所を開示することがなぜ「当該個人の

権利利益を害するおそれがあるため」と判断されたのか、理解できない。 

Ｇは、主催団体のＡの全国組織である。後援申請の際、市当局は、「主催団体をイン

ターネットで検索した」と答弁しているが、現在でも、インターネットを検索すると、

Ｇの公式サイトが表示され、申請書類で紹介されている文章も掲示されている。 

また、Ｇの創設として紹介された文章の「●●●・●●●の両総裁」という箇所をみ

ても、市職員は、Ｃとの関係性を認識することができなかったのかもしれない。 

如何に、長年に亘る人権侵害を行なっているＣについて、市職員の問題認識が欠如し

ていたかを示す点でもある。 

従って、この不開示の箇所は、ＡとＣとの関係性を把握する上で重要な箇所と思われ

るので、開示すべき情報と考える。 

(3) 鹿児島市情報公開条例第７条第２号のイ「人の生命、健康、生活又は財産を保護する

ため、公にすることが必要であると認められる情報」にあたると考えることから、２点、

意見を申し上げる。 

第一に、Ａの所在地を知ることにより、Ｂ(Ｃ) が、自らの目的を達成するために、

青年学生の活動を通じて、本市の児童・生徒の将来に与える悪影響を防止することにつ
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ながると考えるからである。 

申請資料の中に、Ａの青年学生の活動として、懸念される記述が見られる。「今年の

３月から、子ども食堂のボランティアを始めました。これまで***子ども食堂さんを始

め、****さんでボランティアをさせていただきました。」との記述である。 

私は、ボランティア活動そのものは、自発的な意志にもとづく善意な活動として否定

しないが、Ｃは、Ｈのような多くの関連団体をつくり、環境問題やボランティア活動を

通じて、様々な人とつながる中で、マインドコントロールの手法等を用いて「信者」に

していくことが、Ｉが、長年取り組んできた裁判の中で明らかにされている。 

反社会的カルト集団の特徴は、自らの正体を隠して、対象者に接近していくことが目

的である。そのことを認識していなかったため、市や県は、行事を後援し、お墨付けを

与えてしまったわけである。また○○○では、衆議院議員も挨拶しており、Ｃと政治家

との癒着が、大きな社会的な問題となっている。 

従って、Ａの所在地等を把握することにより、市民への啓発を行なうことができるよ

うになり、「公正で開かれた市政の推進に資する」ことになると考える。 

第二に、去る１２月１０日、国会で、Ｃの被害者を救済するための「被害者救済法」

が成立した。同法によって、長年にわたり、Ｃとその関連団体によってひき起こされて

きた様々な人権侵害は、今後、司法の場で、法的救済の対象となる。 

従って、Ａの所在地及びＧとの関係性を示す資料を不開示にすることは、「人の生命、

健康、生活又は財産」を侵害することにつながりかねない危険性を孕んでいると言わざ

るを得ない。実施機関による「当該個人の権利利益を害するおそれがある」という判断

が優先されるべきではないと考える。 

以上、開示の必要性について意見を申し上げたが、本市の情報公開条例第７条では「

開示請求者に対し、当該公文書を開示しなければならない」と規定し、本来、開示する

ことが大原則である。実施機関が「当該個人の権利利益を害するおそれがある」との理

由で不開示にするならば、どのような権利利益を害することになるのか、明らかにして

頂きたいと思う。 

実施機関が、大きな社会問題となっているＣの関連団体の所在地等を明らかにしない立

場を続けるのであれば、情報公開条例の目的である「市民の市政に対する理解と信頼」を

得られないと言わざるを得ない。ぜひ審査請求人の請求を、承認するようお願いする。 

３ 反論書における主張要旨 

第一に、本市の後援承認基準では「個人が主催するもの」は該当しないことから、「団

体」として申請している以上、代表者の住所は、団体の住所として認識することが当然で

あるとする審査請求人の主張に対する弁明にはなっていない。 

主催団体は「法人登記を行なっていない任意団体」であり「当該団体の規約は存在せず

上部組織のものが存在する」から、「後援申請書の受領時点では、団体の所在地の記載を

求めれば足りたことから・・・・・個人の住所であるか否かを確認する必要はなかった」

と弁明しているが、令和４年第３回定例会の質疑 (令和４年９月２１日) で「主催者に個

人の住所であるのか否か、確認をすべきでないか」の審査請求人の質問に対し、こども未

来局長は「団体が法人登記を行い公示している情報と合致する場合や団体自身が公表して

いる資料等で当該住所を何人も知り得るような場合などに開示しており、主催団体に確認
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を行わなかった」と答えている。 

当局は、後援申請の際、当該団体の規約が存在しないことを理由に、代表者の住所が個

人の住所か否かを確認する必要は無かったことを正当化しているが、その事が、代表者の

住所を個人の住所か否かを判断する理由にはならない。「規約」が存在しなくても、後援

申請の際、代表者の住所が、上部団体とその関係において、対外的にＡの団体の住所か否

かを確認することは可能であり、これを怠ったことは、後援申請時の当局の書類審査の不

備を示すものである。 

また、審査請求人が情報開示を求めている主催団体の代表者の「住所」を、「団体の所

在地」に言い換えて正当化していることは詭弁であり問題である。 

後援申請書等は、公文書であり、市民の情報公開請求に対して、本市の条例に基づいて

最大限応えなければならない性格をもつ文書である。しかし、市当局は、「後援に当たり

ましては、書類審査のみでなく、申請者に対して行事の趣旨や内容、主催団体の概要等の

聞き取りを行ったほか、主催団体についてはインターネットで検索を行った(こども未来

局長答弁）」にもかかわらず、主催団体がＣの関連団体であることを認識しなかったこと

により、本市の後援承認基準に抵触し、後援を取り消すことになった。 

従って、今回の情報の「不開示」は、後援申請時の当局の審査の不備の結果もたらされ

たものであることから、審査請求人は、情報の開示を求めるものである。 

第二に、Ａの上部団体であるＥの会長の氏名やプロフィールは、インターネット等で公

表されている事実もないので開示できないと弁明されているが、インターネット等で一部

公表されていることから開示されるべきである。 

第三に、市当局は、Ａの代表者の「住所」の開示請求に対して、本市の情報公開条例第

７条第２号ただし書の「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが

必要であると認められる情報」には該当しないとし、当該情報を開示しないことによって、

現実に、かつ将来も、「人の生命等が侵害される蓋然性が高いと認めることはできない」

と断定しているが、後援申請の際、Ｃとの関係性を認識できなかった自らの誤りに対する

反省もなく、Ｃが、長年に亘り、そして現在も、数々の人権侵害を行っていることに対す

る認識が欠落している「弁明」である。 

従って、Ａは、インスタグラム等で子ども食堂等のボランティア活動をアピールしてお

り、審査請求人は、これらの活動が、様々な人権侵害に発展していくことを強く懸念して

いることからＡの所在を社会的に明らかにしていくことが人権侵害の防止につながってい

くものと考える。 

なお本年１月５日、Ｃの被害者救済のための「法人等による寄附の不当な勧誘の防止等

に関する法律」が施行された。また法務省では、昨年１１月１４日から、「□□□」を設

置し、その相談結果を公表している。この相談状況の分析結果からも、Ｃによる人権侵害

は、全国的な問題であると同時に、本県、本市においても同様の問題が潜在していると認

識すべきであると考える。 

 

第４ 審査請求に対する実施機関の説明要旨 

１ Ａの代表者、●●●の住所の開示について 

本件審査請求に係る対象公文書の提出者であるＡは、法人登記を行っていない任意団体
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であり、当該団体からの後援申請の際、団体規約等の提出を求めたところ、当該団体の規

約は存在せず上部組織のものが存在するとのことで、上部組織であるＥの定款及びＡの役

員名簿等を後援申請書類として受理したところである。 

審査請求人が開示を求めている住所については、後援申請書の受領時点では団体の所在

地の記載を求めれば足りたことから、記載された当該住所地について個人の住所であるか

否かを確認する必要はなかったところである。後日、後援申請に係る開示請求がなされ、

開示内容を精査する中で当該団体が任意の団体であったことから、記載の住所が代表者個

人の住所でもある可能性が否定できないと判断し、これを公にすることにより、当該個人

の権利利益を害するおそれがあるものとして、鹿児島市情報公開条例第７条第２号の規定

に基づき不開示とした。 

また、団体自身がインターネット等において当該住所を公表している事実もないため、

条例第７条第２号ただし書アにも該当しない。 

２ 会長プロフィールの氏名及び文書の開示について 

審査請求人が開示を求めている情報は、Ｅ会長の氏名及びプロフィールであり、プロフ

ィールには生年、出身地、家族構成等が記載されている。これらの情報は、特定の個人を

識別することができるもの、又は特定の個人を識別することはできないが、公にすること

により、当該個人の権利利益を害するおそれがあるものであるため、鹿児島市情報公開条

例第７条第２号の規定に基づき不開示とした。また、団体自身がインターネット等におい

て会長の氏名及びプロフィールを公表している事実もないため、条例第７条第２号ただし

書アにも該当しない。 

３ 条例第７条第２号ただし書イの該当性について 

審査請求人は、１、２の情報が、条例第７条第２号ただし書イ「人の生命、健康、生活

又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報」に該当すると主

張するが、当該情報を開示しないことによって、現実に人の生命等に侵害が発生している

か、将来これらが侵害される蓋然性が高いと認めることはできないことから、条例第７条

第２号ただし書イには該当しない。 

以上のことから、本件処分は妥当であり、本件審査請求には理由がなく、棄却されるべ

きである。 

 

第５ 審査会の判断等 

 １ 調査審議の経過 

   鹿児島市情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）の調査審議の経過

は、別紙のとおりである。 

 ２ 審査会の判断 

(1) 本件対象公文書について 

本件対象公文書は、令和３年１１月３０日付けで任意団体である「Ａ」（以下「本件

団体」という。）から実施機関に提出された、「○○○」（以下「本件行事」という。

）の「行事の後援承認申請書」一式（以下「対象公文書１」という。）及び本件行事の

実施後に本件団体から提出された本件行事の実施に係る「報告書」（以下「対象公文書

２」という。）である。 
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(2) 条例に規定する不開示情報について 

条例第７条第２号 

条例第７条第２号本文は、個人識別情報に加え、特定の個人を識別することはできな

いが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものを不開示情

報として規定している。また、同号ただし書アでは、法令等の規定により又は慣行とし

て公にされ、又は公にすることが予定されている情報を、同号ただし書イでは、人の生

命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報

（以下「生命等保護情報」という。）を例外的に開示する旨が規定されている。 

(3) 本件処分の妥当性について 

 対象公文書１及び対象公文書２を構成する文書ごとに検討する。 

ア 行事の（後援・共催）承認申請書（様式第１） 

(ｱ) 団体の住所 

実施機関は、記載されている住所は、後援承認申請書の受領時点では団体の所在

地の記載を求めれば足りたことから、記載された当該所在地について個人の住所で

あるか否かを確認する必要はなかったが、開示請求がなされ、開示内容を精査する

中で当該団体が任意の団体であったことから、記載の住所が代表者個人の住所であ

る可能性が否定できず不開示としたとしている。 

審査請求人は、当該住所を、団体としての申請である当該申請書に記載している

以上「団体の住所」であると考えるべきであると主張しており、形式的には、行事

の後援・共催承認申請は団体のみに認められた申請で、「団体に関する情報」とし

て取り扱う余地があるとも考えられるが、法人格のない任意団体において、便宜的

に団体の所在地として代表者個人の住所を記載することはまま見られることであり、

この場合においては、当該住所に関する情報は「団体に関する情報」という一面も

有しているが、同時に「団体の構成員の個人に関する情報」という一面も有してお

り、「個人に関する情報」に該当しないと言うことはできない。 

当該住所が確実に個人の住所であるとの証拠はないが、記載されている住所が個

人の住所であった場合は、当該住所に関する情報は条例第７条第２号に該当するこ

とは明らかであり、個人情報は一度開示されると当該個人に対して回復しがたい損

害を与えることから、最大限に尊重するという観点からすると、実施機関が当該住

所を公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがあるとして不開示とし

たことについて、特段不合理な点は見受けられない。 

また、審査請求人は当該情報が第７条第２号ただし書イに該当する旨を主張する

が、疎明された内容からは、本件団体は特定の宗教団体の関連団体であること、他

都市において関連する団体がボランティア登録を取り消されたことなどは分かるが、

本件団体の住所を公開しないことで当該宗教団体による被害が拡大される蓋然性が

あるとまでは判断することはできず、開示決定時及び現時点においてただし書イに

該当するとは言えない。 

 (ｲ) 担当者、連絡先及び当日の連絡先 

この部分は、申請に係る担当者の氏名、当該担当者の連絡先及び本件行事当日の

連絡先として、申請に係る担当者とは別の者の連絡先が記載されており、これらの
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情報はいずれも個人に関する情報であり、条例第７条第２号に該当し、不開示が妥

当である。 

イ 暴力団排除に関する誓約・同意書 

当該文書中にも、団体の住所が記載されており、条例第７条第２号に該当し、不開

示が妥当である（理由はア(ｱ)に同じ。）。 

ウ 大会企画書 

(ｱ) 本件団体の活動の様子を紹介する写真 

本件団体の活動の様子を紹介する写真のうち、本件行事で登壇する講師の顔写真

を除き、不開示としており、個人を識別できる顔写真であることから、条例第７条

第２号に該当し、不開示が妥当である。 

(ｲ) 問い合わせ先 

本件団体事務局長の携帯電話の番号であり、条例第７条第２号に該当し、不開示

が妥当である。 

(ｳ) 「Ｇ」会長プロフィール紹介欄 

この部分は、本件団体の上位団体である「Ｇ」の会長のプロフィールを紹介する

情報が記載されており、顔写真、氏名、経歴、家族構成及び信条に関する情報を不

開示としている。不開示部分のうち、顔写真を除く部分は、審査請求人が開示を主

張している情報である。同団体は、法人格を持たない任意の団体であり、実施機関

が確認したところによると、同団体がインターネット等で会長の顔写真、氏名、経

歴、家族構成及び信条に関する情報を公開している事実はないとのことであるため、

これらは個人に関する情報であり、慣行として公にされているものでもなく、条例

第７条第２号に該当し、不開示が妥当である。 

(ｴ) 本件行事「特別講演」及び「基調講演」担当講師プロフィール紹介欄 

本件行事で登壇する講師のプロフィールの紹介文中、インターネット等で公にな

っていない情報を不開示としている。当該情報は条例第７条第２号に該当し、不開

示が妥当である。 

(ｵ) 本件行事のスピーチ発表者紹介欄 

本件行事中に登壇し、スピーチを行う者の紹介文中、現在の所属学校名及び年齢

を不開示としている。これは、個人に関する情報であり、公にされているものでは

ないため、条例第７条第２号に該当し、不開示が妥当である。 

エ Ｅ定款 

本件団体の上位団体である「Ｅ」の定款のうち、同団体の会長、副会長及び事務次

長の氏名を不開示としており、会長の氏名について、審査請求人が開示すべきと主張

しているが、条例第７条第２号に該当し、不開示が妥当である（理由はウ(ｳ)に同じ。

）。 

オ Ａ名簿 

本件団体事務局長及びインターネット上で動画が配信された本件行事において登壇

した発表者を除き、その氏名を不開示としており、不開示部分について条例第７条第

２号に該当し、不開示が妥当である。 

カ ○○○報告 
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本件行事の実績報告書のうち、応募された写真を不開示としており、これは特定の

個人を識別することができる顔写真であり、条例第７条第２号に該当し、不開示が妥

当である。 

(4) 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は、その他種々の主張を行っているが、これらはいずれも、審査会の判断

に影響を与えるものではない。 

(5) 結論 

よって、審査会は、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 



別紙 

 

 

 

審 査 会 の 経 過 
 

年 月 日 調 査 審 議 の 経 過 

令和５年３月１４日  実施機関からの諮問を受けた。 

令和５年３月２４日 

（第４回審査会） 
 諮問の審議を行った。 

令和５年４月１３日 
 開示請求人（審査請求人）から口頭意見陳述の申立てがな

された。 

令和５年５月３０日 

（第１回審査会） 

 開示請求人（審査請求人）からの意見聴取を行った。 

諮問の審議を行った。 

令和５年７月１４日 

（第２回審査会） 
 諮問の審議を行った。 

令和５年８月２３日 

（第３回審査会） 
 答申案の審議を行った。 

  

 

 


